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１ 相続登記とは？ 

例えば、お父さんが亡くなられた場合、その妻と子は相続人となることと法律上定められていま

す。このように、亡くなられた方のことを「被相続人」といい、法律上相続人となると定められ

ている人のことを「法定相続人」といいます。遺言などで相続しないと定められていないかぎ

り、法定相続人は相続します。 

被相続人が生前に不動産を持っていた場合、法定相続人はこの不動産を相続します。不動産を相

続すれば、相続を理由として、不動産の所有者が変わったという登記をします。この登記を、通

称、「相続登記」といいます。 

 

２ 相続登記の義務化 

今の法律では、絶対に相続登記をしないといけないという法律はありませ

んが、政府は相続登記を義務化しようとしています。 

（１）どう変わるの？ 

現在、相続登記を義務にすることについては、政府が「中間試案」といっ

て、決定の前の中間的な位置づけになる案を作成し、２０２０年１月に広

く意見を求める手続をとる段取りになっています。 

その中間試案では、相続登記をするための段取りが今より簡単になっています。 

例えば、現在、相続登記をするためには、基本的には、法務局に次の５種類の書類を提出するこ

とになっています。 

① 「相続登記をする」ということを書いた申請書（「登記申請書」といいます） 

② 弁護士などが代理人になる場合には、相続人全員の委任状 

③ 被相続人が生まれてから亡くなるまでの全ての戸籍謄本 

④ 法定相続人の現在が分かるまでの全ての戸籍謄本 

⑤ 遺産の分け方を相続人全員が同意したことが分かる書面（「遺産分割協議書」といいます） 

このうち面倒なのは、③と⑤です。 

③については、少なくとも、「生まれたことが分かる被相続人の親の戸籍謄本」、「生まれてか

ら結婚までが分かる戸籍謄本」、「結婚から亡くなるまでの戸籍謄本」の３つが必要です。養子

縁組や離婚など、戸籍に変更が生じるような事情があれば、必要となる戸籍謄本が更に増えま

す。これら全ての戸籍謄本が必要になります。これを集めるのが結構大変です。 

⑤については、法定相続人全員の同意が必要で、かつ全員が署名して実印を押すとともに、印鑑

証明書が必要になります。 

中間試案では、③は変更ありませんが、⑤については、法定相続人のうちの１人が単独で登記を

することができるようになっています。もっとも、「誰々が●●の不動産を持つことになった」

ということまでは登記できなくて、あくまで「前の所有者が亡くなって所有者が変更になった」

ということと、「登記した相続人は誰々である」ということだけです。 

（２）相続登記をしないと罪になるの？ 

中間試案では、過料といって、自動車の運転で２０キロのスピードオーバーをしたときにいくら

かの反則金を取られますが、それと同じようなものが課せられる案が出ています。 

  

３ 最後に 

この相続登記の義務化は、近い将来法律になると思われます。 

これまでは、「相続した土地は、売るまで登記を動かさないほうが得」とか言われてきたこと

もありますが、今後は相続登記が義務になりますので、損得に関係なく、登記をする必要があ

ります。                                 （堀内朗仁） 

不動産を相続したら、登記をしましょう！！ 

― 相続登記が義務になります ― 



 

 

民法が変わりました（相続について）  

今回は相続についての民法改正です。今回、約４０年ぶりに相続についても民法が大きく改

正されました。新聞やテレビでもよく取り上げられており改正されたことはご存じの方も多

いのではないでしょうか。 

改正された主な点は、①遺言についての改正や新制度の創設、②預貯金の払戻制度の創設、

③特別の寄与の制度の創設、④遺留分制度の見直し、⑤配偶者居住権の創設、⑥婚姻期間が

20年以上の夫婦間における居住用不動産の贈与等に関する優遇措置です。 

これは私が今後の相続について重要だと考えた順序で並べていますが、今回は①から③につ

いてご説明します。 

 

①遺言についての改正や新制度の創設 

遺言について今回改正されたのは、自ら作成する自筆証書遺言についてです。これまでは文

字通り遺言書は全部自分で手書きしなければいけなかったのですが、財産目録（不動産の一

覧や預金口座など）については、パソコンで作成したり、預金通帳のコピーを添付しても効

力が認められることになりました（民法968条2項）。ただし、偽造されることを防ぐため、

財産目録の全ての頁に署名押印する必要があります。自筆証書遺言の作成が少しだけ簡単に

なりました。 

そして、この自筆証書遺言について、新たに法務局において保管することができるようにな

りました（この保管制度は今年７月１０日以降に開始されます）。 

 

②預貯金の払戻制度の創設 

被相続人の預金については、遺産分割の対象財産に含まれ、相続人単独の払戻しができない

というのが最高裁判所の判例でした。そうすると、遺産分割が終了するまでの間は被相続人

の預金の払い戻しができないことになり、葬儀費用が被相続人の預金から直ちに出せないな

どの問題がありました。 

そこで、預金の一定割合（口座にある預金額×３分の１×法定相続分、ただし上限１５０万

円）については、家庭裁判所の判断を経なくとも金融機関の窓口において支払を受けること

ができるようになりました（民法９０９条の２）。 

 

③特別の寄与の制度の創設 

相続人以外の親族が無償で被相続人の療養看護等を行った場合（典型的には被相続人と同居

していた子どもの家族が被相続人の介護を行っていた場合）、療養看護等を行った親族が相

続人でなかった場合、その親族には何も権利はありませんでした。 

一方で相続人は介護等をしなくとも相続人として相続財産を得られるため、これでは不公平

であるとして、介護等で被相続人に貢献した親族は相続人に対して金銭の請求をすることが

できるようになりました（民法１０５０条第１項）。 

ただし、相続をめぐる紛争が複雑化したり長期化することを防ぐた

め、金銭の請求は相続開始および相続人を知ったときから６か月以

内にする必要があります（民法１０５０条２項）。 

 

今回取り上げなかった④から⑥については次回お話ししたいと思い

ます。今回もお読み頂きありがとうございました。ご意見ご感想を

アンケートにてお寄せいただければ幸いです。   （東原直樹） 



 

  

★ ☆ ★ ☆ ★ ☆ ★ ☆ ★  は る き だ よ り  ★ ☆ ★ ☆ ★ ☆ ★ ☆ ★  

2020年になりました。先日TVで今年目標を立てた人は31％と見ました。毎年、目標を立てている

つもりですが、家族が健康で過ごせますように。みたいな願い事になってしまいますが、今年は、

「後でやろう。ではなく、思ったら動く！」を目標にしたいと思います。  

小さいことでは、興味を持ったことは何でも学びたいとも思いますし、月に1冊は本を読みたいとも思

います。ダイエットもしたいし欲しい物を買うためにへそくりもしたい、1年を通しての目標となると

大きくなるので毎月月初めに「今月のコツコツ目標」で頑張りたいと思います。 （Ｓ） 

はるき法律事務所  弁護士 堀内朗仁 弁護士 東原直樹（大阪弁護士会所属）              
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“１月は行く、２月は逃げる、３月は去る”と言いますが、この3か月に限らず、年を重ねるにつれて

月日の過ぎるのがどんどん早くなっているように感じます。チコちゃんによれば、時が経つのを早く

感じるのは、人生にときめきがないことが原因らしく、大体１９歳を超える頃から早く感じ始めるの

だとか。大人になると「初めて」に出会う機会が少なくなり、どうしても毎日同じことの繰り返しに

なってしまいがちですが、「ボーっと生きてんじゃねーよ！」とチコちゃんに叱られないように、今

年こそは充実した時間を過ごすよう心がけたいと思います。 （Ｙ） 

★ ☆ ★ ☆ ★ ☆ ★ ☆ ★ ☆ ★ ☆ ★ ☆ ★ ☆ ★ ☆ ★ ☆ ★ ☆ ★ 

アンケートはがきにたくさんのご回

答をいただき、ありがとうございま

した！はるきTIMESの内容に反映さ

せていきたいと思いますので、皆様

からのご意見・ご感想をお待ちして

おります。 

相続関係のご相談は、 

初回無料です。 

お気軽にご相談下さい。 



 

 

 

 

 

取  扱  業  務 

＜企業向け業務＞ 

～ コンプライアンス体制を作るための総合アドバイザリー ～ 

 

コンプライアンスとは、簡単にいえば「法律などを企業内で守ること」をいいます。企業が法律

などを守ることは当然のことですが、法律にも様々なものがあって、全てをクリアするのは難し

いです。 

企業活動において、コンプライアンス体制が整備されていることは、取引先と持続可能な取

引を行うためにも必須です。コンプライアンスが自社の持続可能な経営を左右するといっても

過言ではありません。弊所では、このようなコンプライアンス体制の整備の重要性を十分理

解し、整備のための総合的なアドバイザリーを通じて、企業の持続可能な企業活動を保持

することを業務としています。 

 

～ 企業活動における法律に関するアドバイザリー ～ 

  

企業活動において、コンプライアンス体制の整備だけではなく、企業戦略の策定、事業ス

キームの作成、実行など、あらゆる場面で法律が絡んできます。そのような企業活動におけ

る法律を企業内ですべて考慮に入れるのは極めて困難です。 

弊所では、企業活動における法律に関するアドバイザリーを行い、企業活動の成功に寄与

します。 

   

～ 顧 問 契 約 ～ 

  

総合的なアドバイザリーが企業活動の向上に寄与するためには、具体的なPDCAに基づい

て継続的に行われることが必要です。 

弊所では、顧問先である企業に継続的なアドバイザリーを行い、それを成果に結びつける努

力を惜しみません。 

また、企業によって事業内容・組織など、さまざまな形態があります。弊所では、さまざまな

企業において、多種多様な法的ニーズに対応してきました。その経験を生かして、ニーズに

応じた顧問のあり方をオーダーメードし、企業活動の一助となることを目的としています。 



 

 

 

 

 

取  扱  業  務 

～ 遺 言 作 成 ～ 

 

ご自身が亡くなるにあたり、さまざまなことを言い残したいと思います。財産のこと、お墓や仏壇

のことなど。それらのことを、ご自身が亡くなった後、どのようにして欲しいでしょうか。 

ご自身がこの世に残す最後の言葉をご自身で作ってみませんか。弊所では、遺言作成の支

援をしております。ご相談下さい。 

 

～ 相 続 問 題 ～ 

 

ご家族が亡くなった後、財産をどのように分ければいいのか、お墓や仏壇をどのようにしたらいい

のか、など、分からないことがたくさんあると思います。また、財産を分けるのに、すでにトラブルが

起こっていることもあるでしょう。 

弊所では、このような相続に関する問題を承っております。一度ご相談ください。お力になれる

こともあります。 

 

～ 夫婦関係問題 ～ 

 

夫婦間でトラブルが起こることもあります。パートナーが生活費を出してくれない、あるいはパー

トナーとの別離を考えている、などです。 

このようなとき、悩んだり心配したり、さまざまな状況が起こります。また、周囲にいる人も一緒

に悩んだり心配したりします。このような状況は長く続くことが多く、それによって抱えるストレス

も大きなものになります。 

弊所では、これまでさまざまな夫婦間のトラブルの解決に取り組んできました。夫婦関係のトラ

ブルに悩みはつきものです。ともに、よい将来を考えていきませんか。 

その他、法律に関するご相談を承ります。 

＜個人向け業務＞ 


